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新たな在留管理制度に関する要望

　　国際的な人権尊重の気運が高まっている今日、国際人権規約の理念である内外人平等の原則を踏まえた外国籍住民にかかる適切な取り扱いが国の内外から要請されているところです。
こうした状況において私どもは、外国籍住民も地域社会の住民であるとの認識に立ち、より一層の人権尊重と負担軽減を図る観点から、外国人登録制度の抜本的な改善を要望して参りました。
その結果、出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律と、住民基本台帳法の一部を改正する法律が平成21年7月15日に公布されました。
その際の、国会附帯決議を踏まえ、外国籍住民の人権をより一層尊重し、負担の軽減を図る観点から、次の事項について検討されたく、要望いたします。

　

記

１．　外国籍住民の人権を尊重し、負担軽減を図るとともに、行政サービスを充実していく観点から、すべての外国人が行政上の便益を引き続き享受できるよう、各省庁と連携をとり、本人が不利益を被ることのないよう体制の整備に万全を期されたい。
２．　法務大臣が一元的かつ継続的に把握することとなる在留外国人に係る情報が、出入国管理及び難民認定法の目的以外の目的のために不当に利用又は提供されることがないよう、当該情報の取扱いにあたっては個人の権利利益の保護に十分配慮されたい。

３．　永住者における在留カードの常時携帯義務について、特別永住者と同様の改善を図るとともに、在留カードの更新・再入国許可など在留管理制度全般についても検討されたい。

４．　改正入管法・入管特例法に定める罰則について、住民基本台帳法など他の法律との均衡等を考慮し、適切な措置を講じられたい。

5． 外国人に対する在留カードの交付申請・受領や特別永住者証明書の交付申請・受領および各種届出の義務年齢を十六歳から引き上げられたい。

6． 改正入管法・入管特例法における代理人の届出等について、代理

資格者の範囲を法務省令で定める際、住居地以外の事項の届出および再交付の申請等について、非同居の親族、成年後見人、委任状持参者まで拡大していただきたい。

7． 善良に滞在する外国人については、在留資格を有しないことのみをもって、非人道的な扱いがなされないよう、在留特別許可の運用について、特段の配慮を願いたい。

8． 住民基本台帳制度との関連も含め新たな在留管理制度への円滑な移行のため、早期からのきめ細かな周知を行なうなど、万全の体制をとっていただきたい。
9． 新たな在留管理制度の実施に要する経費については、地方公共団体の負担とならないよう措置されたい。

